第２部　高齢者の生活状況と各種サービスの現状

第１章　高齢者の生活状況


[image: image1.emf] 

分類不能の作業

0.8%







 

第３次産業

71.3%

 

第２次産業

25.9%

 

第１次産業

2.0%

197,762人

第１章　高齢者の生活状況
第1 [image: image2.emf] 

51.7

 

32.8

 

22.2

 

14.0

 

12.8

 

12.4

 

32.0

 

46.3

 

22.5

 

52.6

 

34.2

 

22.7

 

4.1

 

10.5

 

15.7

 

26.8

 

3.8

 

14.4

 

17.3

 

28.5

 

3.8

 

25.4

 

16.1

 

10.3

0 20 40 60

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80歳以上

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80歳以上

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80歳以上

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80歳以上

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80歳以上

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80歳以上

（%）

全

　

　

国

岐

　

阜

　

県

岐

　

阜

　

市

男

　

性

女

　

性

男

　

性

女

　

性

男

　

性

女

　

性

　高齢者のいる世帯の状況
1 　世帯の推移
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　総世帯と高齢者のいる世帯

本市の総世帯は、昭和60年の127,255世帯が平成22年には161,473世帯と、この25年間に34,218世帯も増加しています。25年間の増加率は26.9％であり、この間の人口はわずかに減少している（134頁参照）ので、核家族化が進行していることを示しています。特に「高齢者のいる世帯」をみると、高齢化の進行とともに、実数および総世帯に占める割合とも増加の一途をたどっています。昭和60年から平成22年の25年間の高齢者世帯の増加は34,920世帯と約2.2倍になっており、総世帯の増加数34,218世帯を上回っています。
表２－１－1 　高齢者のいる世帯の推移　　　　　　　
単位：世帯、(%)
	区　　　　分
	昭和60年
	平成２年
	平成７年
	平成12年
	平成17年
	平成22年

	総　　世　　帯
	127,255

(100.0)
	133,029

(100.0)
	140,488

(100.0)
	146,176

(100.0)
	148,811

(100.0)
	161,473

(100.0)

	高齢者のいる世帯
	 30,199

 (23.7)
	 35,106

 (26.4)
	 41,942

 (29.9)
	49,321

(33.7)
	56,473

(37.9)
	65,119

(40.3)

	
	65歳以上の単身世帯
	  3,408

  (2.7)
	  4,867

  (3.7)
	  6,768

  (4.8)
	9,394

(6.4)
	11,837

(7.9)
	15,190

(9.4)

	
	夫婦のいずれか又は両方が
65歳以上の夫婦のみの世帯
	  4,802

  (3.8)
	  6,580

  (4.9)
	  9,350

  (6.7)
	12,483

(8.5)
	15,574

(10.5)
	18,370

(11.4)

	
	上記以外の高齢者同居世帯
	 21,989

 (17.3)
	 23,659

 (17.8)
	 25,824

 (18.4)
	27,444

(18.8)
	29,062

(19.5)
	31,559

(19.5)


資料：「国勢調査」
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　全国および岐阜県平均からみた高齢者のいる世帯

図２－１－１は、総世帯に対する高齢者のいる世帯の割合を全国平均および岐阜県平均と比較したものです。平成22年の総世帯に占める高齢者のいる世帯の割合40.3％は、全国平均より高く、岐阜県平均より低くなっています。昭和55年から平成22年の総世帯に占める高齢者のいる世帯の割合の増加は、全国平均が13.7ポイント、岐阜県平均が17.2ポイントに対し、本市は18.2ポイントと最も高くなっています。

図２－１－２は、世帯類型の比率を分かりやすくするために、分母を高齢者のいる世帯としたものです。
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資料：「国勢調査」（平成22年）

(3) 　高齢者夫婦世帯
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表２－１－２は、夫婦のいずれか又は両方が65歳以上の夫婦のみの世帯を、夫と妻の年齢別にみたものです。夫が65歳以上で妻が65歳未満の夫婦は3,741世帯、妻が65歳以上で夫が65歳未満の夫婦は356世帯、夫が80歳以上の世帯は3,257世帯、妻が80歳以上の世帯は1,515世帯と大きな差があります。このことからもわかるように、女性のひとり暮らしになる確立は高いといえます。
表２－１－2 　高齢者夫婦世帯（夫、妻の年齢別）
単位：世帯
	
	
	
	
	
	妻
	
	
	

	
	年　齢
	　～64歳
	65～69歳
	70～74歳
	75～79歳
	80～84歳
	85歳～　
	計

	
	　～64歳
	－
	281
	55
	16
	4
	－
	356

	
	65～69歳
	3,141
	2,027
	262
	55
	14
	－
	5,499

	
	70～74歳
	498
	2,748
	1,681
	169
	32
	3
	5,131

	夫
	75～79歳
	82
	511
	2,174
	1,225
	121
	14
	4,127

	
	80～84歳
	17
	45
	333
	1,317
	520
	35
	2,267

	
	85歳～　
	3
	7
	29
	179
	513
	259
	990

	
	計
	3,741
	5,619
	4,534
	2,961
	1,204
	311
	18,370


資料：「国勢調査」（平成22年）
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図２－１－３は、ひとり暮らし高齢者を男女別および前期・後期高齢者別にみたものです。ひとり暮らし高齢者の４分の３近くを女性が占めており、前項で述べたことを裏付けています。

図２－１－3 　性別・年齢別高齢者単身世帯
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資料：「国勢調査」（平成22年）

(5) 　要支援・要介護認定者の家族構成

[image: image14.emf] 

16

 

31

 

12

 

49歳以下 18

 

17

 

10

 

13

 

9

 

50～59歳 26

 

29

 

26

 

23

 

25

 

32

 

60～69歳 27

 

26

 

26

 

30

 

24

 

27

 

28

 

27

 

33

 

25

 

70歳以上 29

 

34

 

37

 

40



 



0 20 40 60 80 100

平成７年

平成10年

平成12年

平成13年

平成16年

平成19年

平成22年

236

1,053

1,611

3,624

2,693

2,005

1,988

（%）

回答数

要支援・要介護認定者の家族構成は、「ひとり暮らし」が23.5％、「高齢者夫婦世帯」が23.8％、子どもの家族などと同居している「その他の世帯」が49.9％となっています。「ひとり暮らし」は、性別では女性、年齢別では80～84歳、受給別では要支援が高くなっています。「高齢者夫婦世帯」は、男性が高く、年齢別では70～74歳をピークとしています。
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資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）

2 　世帯人員
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図２－１－５は、全国、岐阜県および本市の平均世帯人員の推移を表したものです。全国、岐阜県、本市とも核家族化の進行により、世帯人員が減少していることが分かります。本市の平均世帯人員は、総数、高齢者のいる世帯とも、岐阜県よりかなり少なく、全国平均よりやや多くなっています。

昭和60～平成22年の25年間の総数の減少は、全国0.72人、岐阜県0.76人、本市0.67人、高齢者のいる世帯の減少は、全国1.22人、岐阜県1.35人、本市1.34人となっており、本市の高齢者のいる世帯の減少数は、全国を上回っています。
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資料：「国勢調査」

(2) 　世帯人員別世帯数
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本市の一般世帯の世帯人員別割合をみると、１人が最も高く、人数が増えるにつれ割合が低くなっています。一方、高齢者のいる世帯をみると、２人が最も高く、次いで１人となっており、３人以上は人数が増えるにつれ割合が低くなっています。
図２－１－6 　世帯人員別世帯数
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資料：「国勢調査」（平成22年）
第2 　住宅の状況

図２－１－７は､持ち家率の推移を表したものですが、全国、岐阜県、本市とも平成２年以降の高齢者のいる世帯は、やや低下傾向にあります。本市の持ち家率は、総数および高齢者のいる世帯とも全国とほぼ同率で、岐阜県より低い率で推移しています。

表２－１－３により住宅の所有関係をみると、本市全体では「持ち家」が62.5％、次いで「民営借家」が31.1％となっています。これを高齢者のいる世帯でみると、「持ち家」が82.9％、「民営借家」が13.3％であり、総数よりも持ち家率がかなり高くなっています。しかし、65歳以上の単身世帯では、「持ち家」が61.3％、「民営借家」が30.4％と、総数とほぼ同率になっています。
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　持ち家率の推移
資料「国勢調査」

表２－１－3 　住宅の所有関係
単位：世帯、(％)
	区　　　　　分
	持ち家
	公営・公団
公社の借家
	民営借家
	給与住宅
	間借り
	その他
	計

	総数
	99,641
(62.5)
	4,518
(2.8)
	49,575
(31.1)
	3,742
(2.3)
	2,002
(1.3)
	1,995
	161,473

	
	高齢者のいる世帯
	53,881
(82.9)
	1,944
(3.0)
	8,623
(13.3)
	155
(0.2)
	416
(0.6)
	100
	65,119

	
	
	65歳以上の単身世帯
	9,285
(61.3)
	979
(6.5)
	4,611
(30.4)
	43
(0.3)
	229
(1.5)
	43
	15,190


(注) （　）内は、「その他」を除く構成比

資料：「国勢調査｣(平成22年）

第3 　高齢者の健康状態等
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二次予防事業の対象者とは、生活機能が低下し、要支援又は要介護になるおそれのある65歳以上の人をいいます。以前は、「特定高齢者」と言いました。一般高齢者の調査結果における二次予防事業の対象に該当する人は36.2％です（図２－１－８）。表２－１－４によ

り二次予防事業の対象者を事業別にみると、「口腔機能の向上」（23.7％）、「運動器の機能向上」（20.8％）および「認知症予防」（20.1％）は、20％を超える高い率です。「非該当」は、高齢になるほど低くなっています。なお、それぞれの率を合計すると100％を超えますが、１人で多くの二次予防事業に該当する人がいるためです

図２－１－8 　二次予防事業の対象者

資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）
表２－１－4 　二次予防事業の対象者（事業別）
単位：回答数は人、他は％
	区　　分
	回答数
	運動器の機能向上
	転倒予防
	栄養改善
	口腔機能の向上
	閉じこもり予防
	認知症予防
	うつ予防
	虚弱改善
	非該当

	全　　  体
	1,234
	20.8
	18.1
	2.1
	23.7
	4.5
	20.1
	18.4
	7.3
	63.8

	男　　性
	合　　計
	522
	15.9
	13.2
	0.8
	21.3
	3.1
	18.0
	16.7
	5.6
	68.4

	
	65～69歳
	182
	6.6
	4.9
	-
	18.7
	3.8
	13.2
	10.4
	1.6
	77.5

	
	70～74歳
	142
	14.1
	12.0
	0.7
	20.4
	1.4
	16.2
	12.7
	2.8
	70.4

	
	75～79歳
	109
	17.4
	19.3
	-
	23.9
	2.8
	20.2
	21.1
	6.4
	64.2

	
	80歳以上
	89
	36.0
	24.7
	3.4
	24.7
	4.5
	28.1
	30.3
	16.9
	51.7

	女　　性
	合　　計
	653
	24.2
	21.3
	2.5
	24.5
	5.1
	20.4
	18.5
	7.5
	61.1

	
	65～69歳
	226
	10.2
	10.6
	1.8
	20.8
	1.3
	12.8
	12.8
	1.3
	72.6

	
	70～74歳
	174
	19.5
	16.7
	-
	17.8
	2.9
	16.7
	11.5
	5.2
	69.5

	
	75～79歳
	132
	23.5
	26.5
	5.3
	28.0
	6.8
	20.5
	24.2
	7.6
	56.8

	
	80歳以上
	121
	57.9
	42.1
	4.1
	37.2
	13.2
	39.7
	33.1
	22.3
	32.2

	家族構成
	ひ と り
	188
	28.2
	23.9
	2.7
	26.1
	4.8
	21.8
	19.1
	6.9
	56.4

	
	夫婦のみ
	479
	16.1
	16.3
	1.3
	22.3
	4.8
	18.2
	17.1
	6.5
	68.7

	
	そ の 他
	549
	22.2
	16.9
	2.7
	23.1
	3.8
	20.6
	18.8
	7.7
	62.7


資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）
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　二次予防事業の対象者の対象事業数

二次予防事業の対象者で「１つ」の二次予防事業に該当する人は12.3％にすぎません。「２つ」が28.2％、「３つ」が24.2％などとなっており、８つすべてに該当する人が１人いました。
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資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）
(3) 　重複二次予防事業の内訳
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図２－１－９でみたように、本市の二次予防対象者の87.7％が２つ以上の二次予防事業の対象になっています。表２－１－５は、二次予防対象者の重複二次予防事業の内訳です。より効果的に二次予防事業を展開するためには、複数の二次予防事業を組み合わせて実施する必要があります。例えば、「運動器の機能向上」に該当する人は、67.7％が「転倒予防」、58.8％が「認知症予防」、54.5％が「うつ予防」などにも該当しており、これらを考慮した二次予防事業が必要となってきます。
表２－１－5 　重複二次予防事業の内訳
単位：回答数は人、他は％
	区　　分
	回答数
	運動器の機能向上
	転倒予防
	栄養改善
	口腔機能の向上
	閉じこもり予防
	認知症予防
	うつ予防
	虚弱改善

	 運動器の機能向上
	257
	
	67.7
	4.3
	43.6
	17.1
	58.8
	54.5
	31.1

	 転倒予防
	223
	78.0
	
	3.6
	58.3
	14.8
	57.0
	59.6
	30.9

	 栄養改善
	26
	42.3
	30.8
	
	38.5
	19.2
	57.7
	46.2
	23.1

	 口腔機能の向上
	292
	38.4
	44.5
	3.4
	
	10.6
	60.6
	56.8
	23.3

	 閉じこもり予防
	56
	78.6
	58.9
	8.9
	55.4
	
	64.3
	66.1
	57.1

	 認知症予防
	248
	60.9
	51.2
	6.0
	71.4
	14.5
	
	59.3
	32.7

	 うつ予防
	227
	61.7
	58.6
	5.3
	73.1
	16.3
	64.8
	
	30.4

	 虚弱改善
	90
	88.9
	76.7
	6.7
	75.6
	35.6
	90.0
	76.7
	


資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）
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2 　日常生活自立度別高齢者
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平成22年10月末の高齢者数および要支援・要介護認定者数、「介護認定を受けていないが、家族などの介護を受けている」と答えた率、図２－１－８の二次予防事業の対象者から、本市の日常生活自立度別高齢者を計算した結果が図２－１－10です。健康が50.3％、二次予防事業の対象者が28.4％、要介護が14.6％、要支援が6.7％となります。
図２－１－10 
　日常生活自立度別高齢者
（注） 「介護認定を受けていないが、家族などの介護を受けている」の要支援・要介護の比率は、平成19年調査を参考にした。
資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）
3 　健康管理
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図２－１－11は、一般高齢者に健康について心がけていることをたずねた結果です。「毎日の食事や栄養」（64.2％）、「睡眠・休養・規則正しい生活」（61.2％）、「歩くなどして体を動かす」（58.9％）などが高くなっています。
図２－１－11 　健康について心がけていること（一般高齢者・複数回答）
資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）

第4 　就業の状況

1 　業種別就業者数

平成17年10月時点での本市民の就業者総数は197,762人、うち第１次産業3,909人（2.0％）、第２次産業51,215人（25.9％）、第３次産業141,059人（71.3％）、分類不能の産業1,579人（0.8％）です（図２－１－12）。

表２－１－６で業種別の高齢就業者数をみると、総数は19,458人、そのうち「卸売・小売業」4,439人（22.8％）、「製造業」3,245人（16.7％）などが高い率を占めています。農業従事者は全体で3,820人ですが、その６割以上の2,301人が高齢者です。

図２－１－12 
　産業別就業者数
資料：「国勢調査」（平成17年）

表２－１－6 　年齢・男女別就業者数　　　
単位：人
	区　　　分
	農　　業
	建設業
	製造業
	卸売・小売業　　
	飲食店、宿泊業　
	医療、福祉　　　
	教育、学
習支援　
	その他
	計

	男　　　　性
	2,119
	15,471
	20,736
	21,521
	4,737
	4,621
	4,589
	37,693
	111,487

	
	65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85歳以上
	364
417
407
168
65
	818
408
125
31
7
	1,225
555
214
81
29
	1,305
731
340
164
66
	252
122
52
12
3
	219
140
64
43
8
	159
79
41
9
8
	1,905
930
418
159
65
	6,247
3,382
1,661
667
251

	
	計
	1,421
	1,389
	2,104
	2,606
	441
	474
	296
	3,477
	12,208

	女　　　　性
	1,701
	2,825
	12,123
	20,583
	7,745
	12,831
	5,482
	22,985
	86,275

	
	65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85歳以上
	265
311
198
71
35
	154
75
25
13
-
	652
311
125
36
17
	917
479
272
111
54
	457
160
85
25
13
	343
109
72
16
6
	82
46
31
14
4
	848
472
214
101
31
	3,718
1,963
1,022
387
160

	
	計
	880
	267
	1,141
	1,833
	740
	546
	177
	1,666
	7,250

	総　　　　計
	3,820
	18,296
	32,859
	42,104
	12,482
	17,452
	10,071
	60,678
	197,762

	
	65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85歳以上
	629
728
605
239
100
	972
483
150
44
7
	1,877
866
339
117
46
	2,222
1,210
612
275
120
	709
282
137
37
16
	562
249
136
59
14
	241
125
72
23
12
	2,753
1,402
632
260
96
	9,965
5,345
2,683
1,054
411

	
	計
	2,301
	1,656
	3,245
	4,439
	1,181
	1,020
	473
	5,143
	19,458


資料：「国勢調査」（平成17年）

2 　高齢者の就業率

図２－１－13は、性別・年齢別にみた高齢者の就業率です。当然のことながら、年齢階層が高くなるほど就業率は下がっています。

高齢者の健康および生きがいのため、働く場を確保することは重要な政策課題といえます。

図２－１－13 　高齢者の就業率

資料：「国勢調査」（平成17年）
3 　前期高齢者の就業率の推移

図２－１－14は、全国、岐阜県および本市の前期高齢者（65歳～74歳）の就業率の推移をみたものです。平成12年が平成７年よりかなり落ち込んでおり、平成17年も回復していません。就業率の低下は、男性に著しく表れており、男性の平成７年と平成17年を比較すると、全国が9.6ポイント、岐阜県が9.9ポイント、本市が11.5ポイント、それぞれ低下しています。

図２－１－14 　前期高齢者の就業率の推移

資料：「国勢調査」

第5 　要支援・要介護認定者の状況

1 　介護期間

在宅要支援・要介護認定者の介護期間は、「１年～３年」が32.0％、「３年～５年」が21.6％、「5年～10年」が20.6％などとなっており、平成19年とあまり変化していません。
図２－１－15 　介護期間（在宅）

(注）１　無回答を除く。

　　 ２　「平成10年」は、「ねたきり又は痴呆になってからの期間」を聞いている。

資料：「高齢者実態調査報告書｣(平成11年２月）、「高齢者等実態調査報告書」（平成14年３月・平成17年３月・平成20年３月・平成23年３月）

2 　介護が必要となった主な原因

介護が必要となった主な原因としては、「年齢的な衰え」（19.2％）、「脳血管障害」（16.6％）、「転倒・骨折」（12.8％）などが高くなっています。「脳血管障害」は男性が高く、「年齢的な衰え」「転倒・骨折」は女性が高くなっています。

図２－１－16 　介護が必要になった主な原因

資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）
3 　認知症状と徘徊
「要介護・要支援認定者に認知症状がありますか」という設問に対しては、「ある（重い）」が9.3％、「ある（軽い）」が33.8％あり、合わせて43.1％に認知症状があることになります。認知症状が「ある」と答えた人に徘徊の有無をたずねたところ、「ある（昼夜間）」が7.8％、「ある（昼間）」が6.0％、「ある（夜間）」が5.4％、計19.2％の人が徘徊が「ある」と答えています。
図２－１－17 　認知症状の有無と徘徊


認知症状の有無
徘徊の有無


資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）

4 　サービス利用後の身体的・精神的変化

居宅サービスを利用した人の身体的・精神的変化を聞いた結果が図２－１－18です。「変わらない」が49.4％、「良くなった」が39.4％、「悪くなった」はわずか3.4％です。「良くなった」が40％以上あるのは、要支援１、要介護２・３です。

図２－１－18 　居宅サービス利用による本人の身体的・精神的変化
資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）
第6 　介護者の状況


1 　主な介護者
居宅の主な介護者としては、「妻」が最も高く、次いで「娘」「息子の妻」「夫」などとなっています。これを性別にみると、女性が７割弱を占めています（図２－１－19）。主な介護者について、過去７回行った調査と比較すると、「息子の妻」の低下と「夫」「息子」「娘」の上昇傾向が続いています。この主たる要因は、核家族化と考えられます（図２－１－20）。

図２－１－19 　主な介護者


主な介護者の関係
主な介護者の性別

（注）「無回答を除いて計算した。
資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）
図２－１－20 　主な介護者
（注）「いない」および無回答を除いて計算した。

資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）
2 　主な介護者の年齢

居宅の主な介護者の年齢は、70歳以上の、いわゆる老老介護に該当する人が最も高くなっています。過去６回の調査と比較すると、介護者の高齢化が進行していることがわかります。

図２－１－21 　主な介護者の年齢

（注）無回答を除いて計算した。

資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）

3 　主な介護者の健康状態

主な介護者の健康状態をみると、何らかの不調を訴えている人が44％もいます。この結果は、平成10年～平成19年の調査とほぼ同じです。
図２－１－22 　主な介護者の健康状態

（注）「わからない」および無回答を除いて計算した。

資料：「高齢者に関する意識調査報告書」（平成８年３月）、「高齢者実態調査報告書」（平成11年２月）、「高齢者等実態調査報告書」（平成14年３月・平成17年３月・平成20年３月・平成23年３月）

4 　主な介護者の要支援・要介護認定

主な介護者で要支援・要介護認定を受けている人は、17.5％（374人）でした（図２－１－23）。

この374人の要介護度は、図２－１－24のとおりです。要支援１が31.8％など、軽度が高くなっています。

図２－１－23 　主な介護者の要支援・要介護認定
資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）

図２－１－24 　主な介護者の要介護度
資料：「高齢者等実態調査報告書」（平成23年３月）
第7 　日常生活圏域の状態

1 　日常生活圏域の概要

本市においては、日常生活圏域として13圏域を設定し、それぞれの圏域に地域包括支援センターを置いています。表２－１－７は、日常生活圏域ごとの本計画に関連する統計数値です。

要支援・要介護認定者数をみると、最も少ない西部が638人、最も多い中央南が1,900人と、３倍弱の開きがあります。

表２－１－7 　日常生活圏域の概要（平成23年４月現在）

	圏域
	面積（㎢）
	人口（人）
	高齢者人口（人）
	高齢化率（％）
	世帯数（世帯）
	平均世帯人員（人）
	要支援・要介護認定者数（人)
	要介護認定率（％）

	中央北
	3.77
	20,869
	7,266
	34.8
	9,523
	2.19
	1,443
	19.9

	中央南
	4.34
	32,190
	10,035
	31.2
	14,785
	2.18
	1,900
	18.9

	日　光
	9.01
	39,016
	8,681
	22.2
	15,915
	2.45
	1,409
	16.2

	西　部
	11.22
	20,188
	3,917
	19.4
	7,379
	2.74
	638
	16.3

	岐　北
	40.26
	26,096
	6,205
	23.8
	10,176
	2.56
	1,235
	19.9

	長　良
	12.10
	31,907
	7,548
	23.7
	12,781
	2.50
	1,387
	18.4

	北　部
	21.00
	33,034
	8,372
	25.3
	12,965
	2.55
	1,394
	16.7

	北東部
	26.26
	19,332
	4,399
	22.8
	6,746
	2.87
	744
	16.9

	市　橋
	14.49
	51,088
	10,370
	20.3
	20,859
	2.45
	1,743
	16.8

	境　川
	15.00
	28,326
	4,855
	17.1
	10,307
	2.75
	658
	13.6

	南　部
	11.38
	41,331
	10,160
	24.6
	17,074
	2.42
	1,766
	17.4

	長　森
	17.40
	43,521
	9,584
	22.0
	17,273
	2.52
	1,654
	17.3

	東　部
	14.72
	23,528
	6,577
	28.0
	9,120
	2.58
	1,114
	16.9

	合　計
	200.95
	410,426
	97,969
	23.9
	164,903
	2.49
	17,085
	17.4


2 　介護サービス提供施設
表２－１－８は、日常生活圏域別介護サービス提供施設です。通所介護施設がすべての圏域に３か所以上あるなど、地域的なサービス提供施設の偏在は解消しつつあります。
表２－１－8 　日常生活圏域別介護サービス提供施設（平成23年４月現在）

	区　　　分
	通所サービス
	短期入所
	入居・入所サービス

	
	通所介護施設
	通所リハビリテーション施設
	認知症対応型通所介護施設
	小規模多機能型居宅介護施設
	短期入所生活介護施設
	短期入所療養介護施設
	特定施設入居者生活介護施設
	認知症対応型共同生活介護施設
	介護老人福祉施設
	介護老人保健施設
	介護療養型医療施設

	中央北
	施設数（か所）
定員数　（人）
	5

149
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0

	中央南
	施設数（か所）
定員数　（人）
	8

214
	4

140
	2

24
	2

50
	0

0
	3

0
	0

0
	6

61
	0

0
	2

145
	1

54

	日　光
	施設数（か所）
定員数　（人）
	8

204
	3

100
	0

0
	1

25
	2

60
	3

0
	0

0
	6

107
	0

0
	2

129
	2

73

	西　部
	施設数（か所）
定員数　（人）
	3

83
	4

136
	2

24
	1

25
	3

29
	2

0
	0

0
	2

24
	3

220
	2

196
	0

0

	岐　北
	施設数（か所）
定員数　（人）
	7

230
	1

20
	0

0
	0

0
	5

78
	2

0
	0

0
	5

69
	5

380
	1
122
	1

9

	長　良
	施設数（か所）
定員数　（人）
	7

221
	1

40
	1

12
	0

0
	1

20
	0

0
	1

45
	1

27
	1

100
	0

0
	0

0

	北　部
	施設数（か所）
定員数　（人）
	9

263
	1

20
	1

12
	0

0
	1

10
	0

0
	1

90
	2

45
	1

50
	0

0
	0

0

	北東部
	施設数（か所）
定員数　（人）
	4

103
	1

98
	0

0
	1

25
	2

45
	0

0
	0

0
	4

81
	1

110
	0
0
	0

0

	市　橋
	施設数（か所）
定員数　（人）
	8

228
	1

40
	0
0
	1

25
	3

68
	3

0
	1

36
	9

148
	1

50
	2

116
	1

8

	境　川
	施設数（か所）
定員数　（人）
	5

120
	2

73
	1

3
	1

25
	1

20
	3

0
	0

0
	4

63
	0

0
	2

190
	1

16

	南　部
	施設数（か所）
定員数　（人）
	14

288
	1

40
	3

36
	1

25
	2

40
	0

0
	1

54
	5

68
	0

0
	0

0
	0

0

	長　森
	施設数（か所）
定員数　（人）
	14

390
	1

35
	1

12
	0

0
	4

50
	2

0
	2

58
	5

90
	2

120
	1

91
	2

75

	東　部
	施設数（か所）
定員数　（人）
	7

180
	3

77
	1

12
	2

50
	2

25
	2

0
	0

0
	5

63
	2

180
	2

296
	0

0

	合　計
	施設数（か所）
定員数　（人）
	99

2,673
	23

819
	12
135
	10

250
	26

445
	20

0
	6

283
	54

846
	16

1,210
	14

1,285
	8

235


3 　日常生活圏域別関連施設
表２－１－９は、介護保険サービス提供施設以外の高齢者等の利用施設です。介護保険のサービスが利用できる施設は、ケアハウス11か所、有料老人ホーム11か所、養護老人ホーム１か所、シルバーハウジング、軽費老人ホーム（Ｂ型）、生活支援ハウスがそれぞれ１か所ずつ整備されています。ほかに、高齢者の交流、憩いの場として老人福祉センター等が12か所と、介護予防事業等を行っている市民健康センター３か所、ふれあい保健センター９か所が整備されています。

表２－１－9 　日常生活圏域別関連施設（平成23年４月現在）
	圏　　域
	ケアハウス
	有料老人ホーム
	シルバーハウジング
	軽費老人ホーム（Ｂ型）
	生活支援ハウス
	養護老人ホーム
	高齢者向け優良賃貸住宅
	高齢者円滑入居賃貸住宅
	老人福祉センター
	老人憩の家
	三田洞神仏温泉
	高齢者福祉会館
	市民健康センター
	ふれあい保健センター

	中央北
	施設数
定員数
	1

20
	2

71
	0

0
	0

0
	1

20
	0

0
	0

0
	1

118
	2

-
	0

-
	0

-
	0

-
	1

-
	0

-

	中央南
	施設数
定員数
	0

0
	2

38
	１

27
	0

0
	0

0
	0

0
	1

108
	2

22
	1

-
	0

-
	0

-
	1

-
	0

-
	0

-

	日　光
	施設数
定員数
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	5

82
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-
	1

-

	西　部
	施設数
定員数
	2

130
	1

15
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	1

12
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-

	岐　北
	施設数
定員数
	4

110
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	1

-
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-
	1

-

	長　良
	施設数
定員数
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	4

89
	1

-
	0

-
	0

-
	0

-
	1

-
	1

-

	北　部
	施設数
定員数
	0

0
	1

15
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

-
	0

-
	1

-
	0

-
	0

-
	0

-

	北東部
	施設数
定員数
	1

30
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	1

-
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-
	1

-

	市　橋
	施設数
定員数
	1

30
	1

15
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	1

7
	1

-
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-
	1

-

	境　川
	施設数
定員数
	0

0
	2

56
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	10

59
	1

-
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-
	1

-

	南　部
	施設数
定員数
	0

0
	1

25
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	3

252
	1

-
	1

-
	0

-
	0

-
	1

-
	1

-

	長　森
	施設数
定員数
	0

0
	0

0
	0

0
	1

50
	0

0
	1

110
	0

0
	8

43
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-
	1

-

	東　部
	施設数
定員数
	2

50
	1

34
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	0

0
	1

3
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-
	0

-
	1

-

	合　計
	施設数
定員数
	11

370
	11

269
	1

27
	1

50
	1

20
	1

110
	1

108
	36

687
	9

-
	1

-
	1

-
	1

-
	3

-
	9

-


（注）「高齢者向け優良賃貸住宅」「高齢者円滑入居賃貸住宅」は、平成23年10月に廃止された。
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